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はじめに
　マルクスは，商品価格と貨幣価値の関係についてg）リカード批判に関連し
て，次のように述べている。
　「商業恐慌の現象で最も一般的で最も目につきやすいものは，商品価格が
かなり長く一般的に上がっていたあとで突然それが一般的に下がるというこ
とである。商品価格の一般的な低下はすべての商品と比較しての貨幣の相対
的価値の上昇として表わすことができ，また，価格の一般的上昇は逆に貨幣
の相対的価値の低下として表わすことができる。どちらの表わし方でも，現
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くり象は言い表わされてはいるが，説明されてはいない」　（Kap．皿・594）。
　リカー・ドは，商品価格の周期的な一般的上昇と下落は，貨幣の相対的価値
の周期的な低下と．ヒ昇から，従って，貨幣流通が，周期的に多すぎるかまた
は少なすぎることから生じるとしているのであるが，それは，「価格の周期
的な騰落は価格の周期的な騰落から起る」　（Kap．丑［・594）という「同義反
復」にすぎないものである。マルクスの課題は，この「同義反復」を根底的
に批判することであったのである。マルクスは，その課題を，いわば『資本
論』全3部において遂行しようとしたものといえよう。
　「価格の周期的騰落」が，商業恐慌の現象を表現するということは，商品
の姿態変換運動における「流動的統一」と「停滞」　（Kap．1・126）を表現
するということに他ならないのである。それ故，このW－GとG－Wとの
（1）K．Marx，1）as　KaPital（Dietz　Verlag）．　Buch皿．　S．594．以下本文中の
　ように巻数と原書頁のみを記す。訳書は，国民文庫版（大月書店）を利用した。又，
　r剰余価値学説史』からの引用についても，　（Meh．■・20）と略記する。訳書は，
　『マルクス・エンゲルス全集』第26巻，大月害店，を利用した。
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「流動的統一」と「停滞」を，資本主義的生産の全機構において解明するこ
とによって，　「価格の周期的騰落」が，資本主義的生産に固有であり，必然
的な現象として規定されるものである。換言すれば，産業循環論の課題とは
「価格の周期的騰落」の必然性を，資本主義的生産の全機構において，従っ
て，　『資本論』全3部に立脚して解明することにあるということである。
　ところで，　「価格の周期的騰落」を必然性において，資本主義的生産の内
的機構において解明するという場合，それは，日々変動する市場価格のこと
ではなく，その市場価格の動揺によって設定される中心価格のことである。
それ故，問題は，中心価格の周期的騰落ということなのであ．る。
　高須賀義博氏は，この中心価格の周期的騰落の把握について，「市場価値
の循環的変動」として把握するか，「市場価格の循環的変動」として把握す
るか，という二様の方法があるとされ，それは，　「産業循環論を『価値次
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　元』で把握するか『価格次元』で把握するかという方法論上の対立」に他な
らないとされている。確かに，「中心価格の周期的騰落」を，いかに把握す
るかということは，方法論上の問題であるが，それと同時に，それを「市場
価値の循環的変動」として把握するに際しては，市場価値規定それ自体に問
題があったものといえよう。
　かくて，産業循環論の課題の一つである「中心価格の周期的騰落」を，機
構的に解明するためには，まず，「市場価値の循環的変動」としての把握が
誤りであることが，明らかにされねばならないのであり，そのためには，市
場価値規定そのものが明確にされねばならないものといえよう。本稿では，
かかる問題意識のもとで，市場価値の規定を試みようとするのであるが，そ
れを，マルクス自身の完成草稿である価値論における価値量規定を手懸りと
しておこなおうとするものである。
　マルクスは，r資本論』第1部第1篇において，価値の量的規定を，その
（2）高須賀義博〔3〕54ページ。
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展開される論理次元の相違に対応して，「抽象的規定」と「具体的規定」と
においておこなっているのである。後者においては，価値量規定は，「市場
の胃の騎」，従って，商品流通を媒介的契機としておこなわれているのであ
る。この価値量規定の二重性は，市場価値規定においても妥当するものとい
えよう。即ち，市場価値の規定は，「抽象的規定」と「具体的規定」とにお
いておこなわれねばならないということである。後者においては，当然にも
「社会的需給関係」が，問題とされねばならないものといえよう。それ故，
市場価値規定の二重性における把握によって，それが，需給関係を媒介的契
機としておこなわれると把握したとしても，市場価値規定の原理的一貫性が，
そこなわれることにならないゐであり，いわゆる「不明瞭な箇所」の解明に
なんらかの糸口を与えうるものといえよう。
1　市場価値規定における問題点
　①部門内競争と部門間競争
　マルクスは，競争には，「同じ生産部面に投下される別々の独立な諸資本
の競争」と「別々の生産部面の諸資本間の競争」とがあり，両者の競争の作
用としての「均等化の二重の運動j　（Meh．皿・119）は，区別されるべきで
あるとしている。マルクスは，前者の競争の結果として生ずることは，　「同
じ生産部面の商品の価値を，その部面で平均的に必要とされる労働時間によ
って規定すること，つまり市場価値の成立」であり，後者の競争の結果とし
て生じることは，「いろいろに違う市場価値を市場価格に，すなわち現実の
市場価値とは違う費用価格（＝生産価格……引用者）を表わすような市場価
格に，均等化することによって，別々の部面間に同じ一般的利潤率を成立さ
せること」　（Meh．皿・205）であるとして，その両者は，区別されるべきで
あるとするのである。
　諸資本の「競争の圧力」（Kap．皿・198）のもとで，「ある一つの生産部
面」において，　「諸商品の種々の個別的価値から同じ市場価値と市場価格」
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が成立し，「種々の生産部面」において，「種々の利潤率を均等化するような
生産価格」　（Kap，皿・205）が生みだされるということは，従って，「同じ
商品の売り手たちのあいだで価格が市場価格に均等化される」ことと，「い
ろいろに違う商品の市場価格が費用価格（一生産価格……引用者）に均等化
される」（Meh．皿・218）こととは，概念的に区別されねばならないという
ことである。
　即ち，マルクスは，諸商品が，市場価値どおりに販売されるということ
と，生産価格＝「生産のために前貸しされた資本の同じ量にたいして同じ大
きさの利潤を与えるような販売価格」で販売されるということとは，「二つ
のまったく違った事柄」　（Kap，皿・200）であり，両者の競争における均等
化作用は，区別されなければならないとしているのである。　しかし，その区
別とは，市場価値形成にかかわる「同一部門内部の競争」は「単純商品経
済」におけるものであり，生産価格の成立にかかわる「種々の異った生産部
門間の競争」は，「資本家的商品経済」におけるものである，ということでは
　　（3）
ない。市場価値形成にかかわる競争も，　「諸資本の競争」の一つとして把握
されねばならないのである。それ故，「諸資本の競争」のもとにおいて，市
場価値規定にかかわる競争の作用と，生産価格規定にかかわる競争が存在す
るのであり，それらを区別して把握することが問題なのである。ここで，そ
の区別の根拠について検討してみよう。
　マルクスは，「ここで市場価値について述べたことは，市場価値に代わっ
て生産価格が現れれば，生産価格にもあてはまるj　（Kap．皿・204）として
いる。即ち，マルクスは，そこでは，「必要な限定を加えれば」（Kap．匿・
225）と注意深く限定を付しているとはいえ，市場価値と生産価格の範躊と
（3）そのように理解されるのは，静田均氏〔6〕161ページである。又，ローゼンベル
　グは，「しかしながら市場価値は，その社会的本質からいえば，単純商品経済の範疇
　である。この範旺壽には，資本制諸関係はまだ表現されていない」（〔8〕172ページ）
　としているが，そこでも，市場価値と生産価格の相違は，「単純商品経済」と「資本
　家的商品経済」との相違としてしか，把握されえていないものといえよう。
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しての共通性を指摘しているものといえよう。
　この市場価値と生産価格との共通的側面とは，両者は，共に，「市場価格変
動の重心」（Kap．皿・203）であるということである。商品の価値は，商品
の価格がそれをめぐって運動し価格の不断の騰落がそれに向かって平均化さ
れる重心」（Kap．皿・203）としで規定されるのであるが，そのことは生産
価格にも妥当するということである。両者の範鴫としての共通性とは，需給
の変動によって惹起され，不断に変動する「市場価格変動の重心」として，
i”かなり長期間の平均的市場価格，すなわち市場価格がひきつけられる中心
点」　（Meh．］1・309）として規定されることにあるといえよう。
　然るに，この市場価値と生産価格の共通的側面は，両者における競争の作
用の相違を明確にするものである。マルクスは，資本家的平等を実現する価
格形態たる生産価格を1「価値からの恒常的偏差」　（Mdh．皿・209）として
も規定しているのである。そのことは，生産価格の形成にかかわる競争と
は，その「偏差」を恒常的に惹起する競争であることを意味するものといえ
よう。即ち，生産下部門間の競争とは，市場価格変動の「重心」を，市場価
値から生産価格へと移行せしむる競争であるということである。それ故，そ
こでは，「別々の生産部面の市場価値の相互の関係」　（Meh．皿・205）のみ
が，問題となるにすぎなく，市場価値形成は，別個の課題とされざるをえな
いのである。
　かくて，部門間競争が，価値からの「偏差」を恒常的に惹起し市場価格変
動の「重心」を，一定の距離だけシフトさせ，そのことによって，生産され
た総剰余価値の諸資本の配分，従って，諸利潤率を均等化させていくものと
すれば，市場価値形成に関る部門内競争は，「剰余価値の生産に回る競争」
として，特別剰余価値の生成と消滅として現実化する競争として規定される
ものといえよう。
　山本二三丸氏は，部門内競争と部門間競争の相違の根拠について，同一生
産部門内においては，利潤の差異は，直撲，費用価格の差異として認識され
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るが，異部門簡にあっては，費用価格は，差異のないものとしてしか把握し
えないのであり，そこでは，利潤率しか比較基準たりえず，それ故，利潤増
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くの大の方法は，資本移動以外にはありえない，ということにあるとされている。
　山本氏は，最大限の利潤追求という資本の基底的衝動が，同一部門内にお
いては，生産諸条件の不断の変革として，異部門間においては，資本移動と
して実現していくとされるのである。しかし，かの二様の競争の相違を，単
に，費用価格範疇の認識の相違として理解されてはならないであろう。資本
自体の存在を基本的に規定していくものが，剰余価値の生産であるとすれ
ば，部門間競争，従って，剰余価値の分配に関る競争の理論的前提として，
部門内競争が位置づけられねばならないのであり，それ故，部門内競争は，
基底的意義を持つものとして把握されねばならないものである。
　　＼
　桜井毅底は，『資本論』第3部第10章におけるマルクスの意図は，「生産価
　　　　　　　　　　　　　　　　　　くの格成立の現実的な機構をあきらかにする」ということであったとされ，マル
クスが，同一部門内と異部門間とに競争を「2分化」し，それぞれを等価交
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くの換と生産価格交換として，　「価格形成の2段階」としてとらえたことに疑問
を呈されジ「市場価値と生産価格とが同一部門内と異部門間の規定として論
じられているかぎりにおいては，機構の問題としては，本来市場生産価格と
して説かれるほかないのであり，市場価値論として論じられる理由，したが
って市場価値論，市場生産価格論として二重に説かれる理由は，もともとな
　ぐわい」とされる。
　桜井氏は，市場価値規定とは，　「市場生産価格の規定の底部にある抽象的
規定」であり，直接に把握できるものではないが故に，　「市場生産価格機構
　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）の底に市場価値規定を見出すという方法」をとる心要があるとされ，部門内
（4）山本二三丸〔1〕266～7ページ。
（5）桜井　毅〔7〕25工ページ。
（6）　〔7〕261Ae　一ジ。
（7）　〔7〕261ページ。
（8）　〔7〕267ページ。
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競争が，市場価値形成にかかわる競争であることを否定されるのである。し
かし，他方では，桜井氏は，同一部門内競争と三部門間競争との間に「範躊
的区別」が，存するとされ，その根拠は，「超過利潤の性格の相違」にある
とされているのである。この点について，桜井氏は，次のように指摘されて
いる。
　「どこにあっても資本は超過利潤を追求する。ただ固定資本の存在，ある
いは一時的に普及を阻止されている優秀な生産方法，または独占されている
土地のような自然的諸条件が，資本の運動をむしろ制約することによって，
利潤率均等化が過程的に妨げられているということからでてくる超過利潤の
形成が同一部門内では問題になるのにたいして，異部門間では，資本の力で
は均等化できない生産方法の使用価値的差異を，価格機構をとおしてならし
たところで成立する生産価格を中心にして動く需要供給のアンバランスから
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　ラ生ずる超過利潤が，それと区別されて問題になるのである」。
　桜井氏は，超過利潤の発生根拠そのものは，　「概して資本移動の困難性一
　　　くユの般にある」とされ，し．かし，同一部門内においては，「資本の運動」を制約
し，「利潤率の均等化」を妨げる諸条件が存在することから超過利潤が形成
されるのであり，それは，「あらゆる社会に存在しうる生産技術上の格差の
資本主義的な処理の過程で生ずるもの」であるが，これに対して，異部門間
においては，需給の不一致から形成されるのであり，それ故，それは，「無
政府的な資本主義的生産にとって特徴的」であり，　「純粋に資本主義の形態
　　　　　　くユの規定から生ずる」ものとして把握されねばならないとされるのである。
　桜井氏は，超過利潤の発生根拠が相違するが故に，同一部門内競争と異同
門間競争とは区別されねばならないとされているのである。　しかし，そのこ
とは，超過利潤の発生を，生産過程それ自体に求めることと，流通過程に求
（9）　〔7〕261ページ。
（IO）　〔7〕263ページ。
（！l）　〔7〕263ページ。
一33一
　34
めることとの相違に他ならないのである。即ち，同一部門内競争においては
超過利潤一特別剰余価値の発生の根拠が，生産過程における生産諸条件の相
違にあるということである。しかし諸資本の採用する生産諸条件に相違が生
じるのは，桜井氏の指摘されるように，「資本移動の困難」によるものでは
なく，諸資本の競争の結果としてである。
　これに対して，．項部門間競争においては，超過利潤を追求する資本の運動
は，結果としては，社会的総剰余価値の再配分をもたらすのである。それ
故，そこでは，需給の不一致によって超過利潤が発生するとしても，単に，
経過的性格のものでしかなく，なんら実体規定を与えられたものではないの
　　　（12）
である。
　かくて，　「二つの競争の範疇的区別」を，超過利潤の発生根拠の相違に求
めるということは，超過利潤の形成を，生産過程において求めることと，流
通過程において求めることとの相違であるが，そのことは，二つの競争は，
’「理論的先後関係」にあるものとして理解されねばならないことを意味して
いるものといえよう。即ち，特別剰余価値の実体的規定は，生産過程におけ
る生産諸条件において与えられるものとすれば，同一部門内競争は，異部門
間競争とは別個に，それから独立に，それに先行して考察されねばならない
ということである。
　然るに，桜井氏は，同一部門内での競争は，　「異部門との社会的関連のう
えに成立している生産価格を基礎としているものであって，独自に価格形成
　　　　　　　　　　　　　（13）をおこないうるものではない」とされて，同一部門内競争と異部門間競争と
を逆の「理論的先後関係」において把握されるのである。桜井氏は，市場価
（12）高須賀氏は，「需給のアンバラスから生ずる超過利潤」は，「価値機構を通してた
　えず調整され，摩擦的性格しかもたない」ものであり，　「資本一般」の次元では，
　「理論的心慮として設定することはできないとされ，これに対して，同一部門間に
　おける超過利潤の発生は，「生産方法の普及に一定の時間を要するということを基礎
　とする」（〔3）82べF一一ジ）とされている。
（工3）　〔7〕257ページ。
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値規定とは市場価格の運動機構を通して以外に確定されえないとされること
から，市場価値論を否定され，市場生産価格論を主張されたのである。その
かぎりでは，桜井氏の所説においては諸資本の競争を二つの範田壽に区別する
理論的必然性は存在しないものといえよう。桜井氏が，市場生産価格の運動
機構の解明の後に，あえて，同一部門内競争を問題にされるのは，そこでは，
市場価格の運動機構の媒介によっても処理されえない「絶対的に残存する生
　　　　　ロの産条件の相違」が存在するからであるとされるのである。　しかし，諸資本に
おける「生産諸条件の相違」こそ，価値論が市場価値論として固有に展開さ
れねばならない現実的根拠に他ならないのであり，　「諸資本の競争」のもと
における価値体系を固有に形成する物質的基盤に他ならないのである。かか
る価値体系を実体的基盤としてのみ，市場価格変動が落着くべき現実的根拠
が与えられうるものといえよう。
　高須賀義博氏は，「部門内競争を部門間競争と区別しなければならぬのは
前者は一産業の供給構造を規定するのに対して，後者は産業間の関連の調整
　　　　　　　　　　　　　　　ロのという機能しかもたないためである」とされ，桜井氏の所説には，　「部門間
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の競争と部門内競争を競争一般に還元した欠陥が端的にあらわれている」とさ
れている。しかし，高須賀氏は，部門内競争と部門間競争が，夫々，「市場
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くユの価値と生産価格の範躊的相異に対応する『対立的存在』として理解」するこ
とは，誤りであるとされるのである。即ち，高須賀氏は，部門内競争といえ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　　ども，　「生産価格の形成をもたらす部門間競争と一定の相互関連をもつ」も
のとして把握されねばならないとされるのである。
　しかし，部門内競争の作用が，高須賀氏の指摘されるように，「個別的費
用価格を基礎にした諸資本の競争が如何にして『平均的』費用価格を決定し
（14）　〔7〕27工ぺp一一ジ。
（16）　〔3〕82ページ。
（17）　〔3〕82ページ。
（18）　〔3〕75ページ。
（15）高須賀義博（3〕82～3ページ。
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　　　　（正9）
ていくか」ということにあり，「一産業の供給構造」を規定していくという
こζにあるものとすれば，先ず，部門内競争が，孤立的にとりだされて考察
されねばならないものといえよう。現実には，部門内競争は，「部門間の競
争と一定の相互関連」のもとにのみ存在するのであり，それ自体独自的に存
在するわけではない。しかし，「諸資本の競争」を考察するに際しては，理
論的な方法として，諸部門間の相互関連を前提としながら，しかし，それは
捨象されたうえで，部門内競争が，一面的に，それ故，抽象的に考察されね
ばならないのである。マルクスが，部門内競争によって市場価値が形成され，
それは，部門聞競争とは区別されねばならないとしたのは，抽象的，一般的
に，　「諸資本の競争」がよって立つその現実的基盤を明確にしておく必要が
あったからであるといえよう。その意味において，市場価値とは，「諸資本．
の競争」のもどにおける価値体系として，その固有の存在意義を持つものと
いえよう。
　ここで，諸資本の競争の二つの範躊的区別の必要性を強調するのは，部門
内競争と部門間競争とを「理論的先後関係」にあるものとして把握しないか
ぎり，市場価値規定そのものが不可能になるからである。市場価値とは，抽
象的には，生産諸条件によって規定される諸商品大量の価値総量として把握
されることが必要なのであり，そのような市場価値のより具体的規定とし
て，部門間の相互関連は，一定の契機としての意義をもつにいたるのであ
り，そのことの区別と連関性を明確にするために，二つの競争の範薦的区別
は不可欠なのである。
　②　　「諸資本の競争」と市場価値規定
　市場価値規定においては，二つの競争の範躊的区別が不可欠であること，
従って，部門内競争と部門間競争とは「理論的先後関係」にあるものとして
把握されねばならないのである。
（19）　〔3〕76ページ。
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　然るに，本間要一郎氏は，市場価値論の固有の意義は認められながら，そ
れを部門内競争にのみ限定してはならないとされるのである。本間氏は，市
場価値論の三二の課題について，「生産価格体系は，市場価値規定をふまえ
　　　　　　　　　　　　　　　　（20）た上ではじゅて全機二三に展開しうる」のであり，市場価値論において，
「価値どおりの交換が行われたばあいの価格体系」が明かにされるのであ
り，そのことによって，生産価格が，「社会的総剰余価値の特殊資本家的な
　　　　く　ユ　分配の形態」であることの所以が解明されうるとされる。しかし，市場価値
規定それ自体からすれば，市場価値形成に回る競争を，部門内競争としての
み把握することは誤りであり，それは，部門内競争と部門間競争との相互関
連におけるものとして把握されねばならないとされるのである。　この点に関
連して，本間氏は，次のように指摘されている。
　「市場価値の問題はたしかに同種商品を生産する一つの生産部門にかかわ
ることである。しかしそれは，他の生産諸部門との関連をまったくもたない
ものとして，そのような関連を前提しないものとして，あるのではない。一
つの生産部門を，社会的な全生産部門との相互関連のもとにおかれたものと
してとらえるときに，はじめてわれわれは，その部門の商品にたいする需要
と，投下労働量との『対応』について語ることができるであろう。すなわ
ち，ある同一種類の商品に費される社会的労働：量は，社会的総労働量の一部
がこの部門へ配分されたものとしてあるのであり，またこの商品にたいする
需要量は，社会的総需要量の一部がこの部門へふりむけられたものにほかな
　　　（21）
らない」。
　本間氏は，市場価値規定は，　「社会的総労働の部門間配分比率」と「社会
的需要の部門別構成」との間に一定の「対応」関係が存在することを前提と
するが故に，一つの生産部門は，社会的全生産部門との「相互関連」にある
（20）本間要一郎〔2〕38ページ。
（21）　〔2〕43ページ。
（22）　〔2〕49ページ。
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ものとして把握されねばならないのであり，それ故，「それぞれの種類の商
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（23）品の市場価値および市場価格との総体的関連の中で与えられる」ことになる
とされるのである。即ち，本間氏は，　「市場価値を成立せしめる競争」＝
「価格形成にかかわる競争」とは，「特別剥余価値の追求をめぐる競争」で
あり，「生産諸条件の不断の変革を推進するもの」であるが，それは，「本
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Z4）　（25）来，多部門にまたがるものにならざるをえない」とされるのである。それ
故，本間氏においては，特別剰余価値の獲得も，　「商品麺値の実現の結果と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（26）して，いわば事後的に確認されるところの，『実現』段階の問題」として把
握されるのである。
　本間氏が，市場価値を成立せしめる競争を部門内に限定することを否定さ
れるのは，その市場価値論の課題設定とも関連しているといえよう。本間氏
は，市場価値論の課題の一つは，価値規定の内容を一歩具体化し，不断の市
場価格変動の重心が市場価値であることを明かにすることであるが，しかし，
「ここでは，価値および劉余価値の生産ではなく，その市場における実現が
問題となるのであるから，価値規定の具体化といっても，それは何らかのア
・プリオリな論理的演繹としてではなく，たえず価値から背離しようとする
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（27）価格変動の，その重心を明かにすることの中で展開されるものである」とさ
れているのである。
　即ち，本間氏は，市場価値論とは，「価値および剰余価値の市場における
実現」の問題であり，「競争のもとでの商品の価値通りでの販売の条件を明
らかにする」ことであるとされるのである。それ故，そこでは，市場価値の
（23）　〔2〕51ページ。
（24）（2〕53ページ。それ故，本間氏においては，市場価値体系と生産価格体系との相
　方において，部門間競争を措定されることになるのであり，両者の相違は，労働の配
　分と資本の配分として把握されているのである（〔2〕！26ペー？）。
（25）この観点から，本間氏は，再生産表式は，「価格決定における部門間関連の条件を
　2部門分割を基準として総括的に示すもの」（〔2〕53ページ）とされている。
（26）　〔2〕97ページ。
（27）　〔2〕36ページ。
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実体規定も，ア・プリオリに与えられるものとしてではなく，市場価格変動
の機構を通してしか，それを媒介としてのみ把握されうるとされるのであ
る。しかし，市場価値が市場価格の価値実体を示すものとして把握されねば
ならないとすれば，市場価値論は，先ず，「価値と剰余価値の生産」の問題
として，　「ア・プリオリな論理的演繹」として，論じられねばならないので
ある。
　ところで，本間氏の叙述の中には，市場価値規定を「抽象的規定」と「具
体的規定」として区別されていると思われる箇所がある。
　市場価値の問題を，「同種商品を生産する一つの生産部門にかかわるこ
と」として把握するのは1従って，市場価値の形成を部門内競争の作用にお
いてのみみるのは，　「部門間労働配分と社会的欲望との照応という意味での
『需給一致』を前提し，部門間競争による労働配分の変化という要因を捨象
して，問題を同一部門内における供給構造との関係でとらえることであり，
その意味で，いわば抽象的な規定」であり，「この抽象的規定から出発する
ことによって，需給関係の変化が，それに対応する市場価格の変動にホって
調整されうる範囲をこえたばあいには，部門間における労働移動が必然化
し，それが部門内の供給構造に一定の変化を与えることによって，市場価値
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（28）そのもを変化させるという関係を，明らかにすることができる」のである
と。
　本間氏は，ここでは，市場価値の「抽象的規定」は，　「同一部門内におけ
る供給構造」に関るものであり，生産諸条件の問題であるが，そのより具体
的な規定においては，需給関係の契機が導入されねばならず，従って，その
場合には，他部門にまたがる競争が問題であるとされているのである。それ
故，そこでは，部門内競争は，　「同一部門内における個別的諸資本の生産諸
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（29a）条件の較差から生ずる特別剰余価値の追求をめぐる競争」として規定される
（28）　〔2〕54ページ。
（29a）　〔2〕56ページ。
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のである。しかし，特別剰余価値の実体が，生産諸条件の格差から生ずる「剰
　　　　　　　　　　　　　（29b）余価値の個別的不均等構造」にあるものとすれば，その生成は，部門内競争
にのみ関るものとして理解されねばならないものといえよう。
　かくて，本閥氏の所説においては，特別剰余価値の生成は，「同一部門内の
競争」に関るものであるということと，その獲得は，「実現」段階の問題で
あるが故に「他部門にまたがる競争」に肖るものであるとする区別が存在し
ているものといえよう。この点は，本間氏が，「市場価格が平均化されて一つ
の重心（市場価値）にひきつけられるということと，種々の個別的価値が一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．9c）つの市場価値に均等化されるということ」とは，区別されねばならないとさ
れていることに対応するものである。前者においては，「同一種類の商品に
ついて成立する一つの市場価格そのものが重心にひきつけられて変動する」
のであり，後者においては，「それぞれに異なった大きさの個別的価値をも
つ商品が，その個別的価値の差異的価値をもつ商品が，その個別的価値の差
異を残したまま，市場においては，同じ市場価値をもつものとして販売され
　　　　　　　　　　　　　　　（29d）るという関係をいうのにすぎない」とされている。然るに，特別剰余価値の
生成と獲得を，同一部門内における競争の作用と，異部門間における競争の
作用とにおいて把握し，種々の個別的価値の「一つの社会的価値」への均等
（29b）〔2〕56ページ。本間氏は，別の箇所で，特別剰余価値の実体は，「同一部門で
　生産される価値生産物の総量が，それぞれの個別資本のもとで投下される労働量に比
　例してではなく，その生産量に比例して，これちの個別資本に帰属せしめられること
　にともなう，当該部門の総剰余価値の不均等な配分の産物である」　（（2〕94ペー
　ジ）とされている。マルクスは，特別剰余価値の成立の現実的根拠について，それ
　は，市場価値と個別的価値との格差にあるとして，その格差は，「生産物が絶体的に
　その価値以上に売られるためではなく，一部面全体の生産物のもつ価値と生産物一個
　あたりの価値とが相違しうる」ということに基づくものであり，「供給された総生産
　物が，いろいろに違った程度の生産性をもつ労働の生産物」　（Meh．　ll・263）であ
　るということに依るものであるとしている。換言すれば，「一定の労働量が総生産物
　中の違った分量を産出することになる生産性の程度の違い」（Meh．皿・263）が存在
　するところに，特別剰余価値発生の根拠があるということである。
（29c）　〔．2〕29ページ。
（29d）　（2〕29～30■xe　・一ジ。
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化と，市場価格の平均化とを区別するどいうことは，市場価値規定を，「抽
象的規定」と「具体的規定」とにおいて把握することに他ならないものとい
えよう。
　しかし，本間氏の市場価値規定からは，その方法上の制約の故に，その
「抽象的規定」が欠落せざるをえないのである。本間氏は，　「r競争論的展
開」が可能かつ必然となるのは，価値が価格（たんなる価値価格ではなく，
市場価格）としてジ剰余価値が利潤として現われ，両者それぞれの閥の，量
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　C29e）的不一致をひき起こすような諸要因が導入される論理段階においてである」
とされているのである。それ故，本間氏は，固有の「競争論」を『資本論』
第3部として把握されるが故に，市場価値論の課題も，市場価格が一つの重
心にひきつけられるという「平均化機構」の解明に限定されざるをえないの
であり，かくて，市場価値形成に関る競争も，部門間競争として把握されざ
るさえないものといえよう。
皿　価値量規定の二重性
　マルクスは，『資本論』第1部の冒頭章において，「社会的必要労働時間」
による価値量規定を，二様におこなっている。そこでは，「社会的必要労働
時間」が，一方では，商品の生産に「技術的」に必要な労働時間であるとさ
れ，他方では，生産物の供給量と「社会的欲望」一「市場の胃の騎」との対
応関係によって決定されるとされているのである。従来の論争においては，
前者を強調することによって，即ち，価値量を規定するものは，需要ではな
く，生産諸条件のみであるとすることによって，’「技術説」が主張され，後
者における「社会的欲望」をも価値量の決定要因とみなすことによって，
「消費説」が主張されてきたのである。
　しかし，この二様の規定は，グリゴロヴイッチがかって指摘したように，
（29e）　〔2〕28ページ。
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「二つの異なる概念に対する同一の命名である」ということではなく，：更に，
「鼓術説」と「消費説」におけるように対立的に存在するのではなく，抽象
と具体の関係にあるものとして理解されねばならないものといえよう。即
ち，価値量についての抽象的規定と具体的規定ということである。
　大島雄一氏は，　「社会的必要労働時間の概念は，資本論全3巻にわたるも
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（30）のとして，価値の量的および質的な両規定の統一として理解さるべき」であ
るという，それ自体としては正当な主張をおこなわれるのであるが，しかし，
かの二様の規定は，『資本論』のee　1部と第3部との関連として把握されて
いるのである。大島氏は，第1部では，「直接的生産過程」の問題にのみか
かわるものとして，　「社会的必要労働時間」の「技術的平均規定」のみが問
題とされるにすぎず，「社会の必要とする使用価値の生産」という社会的労
働の配分にかかわる側面は，展開されていないのであり，その分析は，「諸
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くヨユの資本があらわれる第3巻の論理段階に属する」とされている。即ち，「社会
的必要労働時間」の技術的規定は，第1部の分析であり，　「社会的欲望」に
よる規定を含むものとしては，第3部の分析であるということである。換言
すれば，大島氏は，二様の規定を価値と市場価値に対応するものとされてい
るのである。しかし，かの二様の規定は，既に，r資本論』第1部の第1章
と第3章とにおいて論じられているものであり，それ故，それは，価値量規
定にかかわる二重性として把握されねばないものといえよう。
　本間氏は，　「価値にかんする一般的規定」と「価値規定の競争論的展開」
とを区別され，前者においては，「個別性」は，考慮の外におかれるものと
され，　「この商品の生産に用いられる労働力の質的差異は，理論的に捨象さ
（31b）
れる」とされている。即ち，個別的労働力は，「一つの同じ人間労働力」と
みなされるということである。そのような方法が必要なのは，そこでは，商
（30）大島雄一〔4〕（一）83ページ。
（31a）大島雄一〔3〕（一）81ページ。
（31b）　（2〕19ページ。
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品生産社会における多数の個別的生産者の闘の一定の社会的関係が表現され
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くヨユのるところの，生産物の商品形態そのものが問題だからである」とされ，　しか
し，後者については，「個別性の契機」が問題となるとされているだけで
ある。本間氏は，一方では，「価格は，使用価値を異にする諸商品を生産す
る多数の生産者の間の発展した交換関係の中で現われる価値の形態であると
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（31d）いう意味で，すでに競争論的に，把握さるべき性格をもつている」とされ，
他方では，「投下労働量による価値規定の，競争関係のもとでの具体的展
開」は，市場価値論の課題であるとされているのである。即ち，本間氏の指
摘される「価値規定の競争論的展開」とは，価格形態が問題とされる価値論
段階における展開であるのか，市場価値論段階における展開であるのか不明
確であるといえよう。しかし，「価値の一般的規定」においては捨象された使
用価値の契機が，経済的規定性において導入されるという問題は，価値論固
有の二二として展開されなければならないし，マルクス自身も，それを，
「市場の胃の腋」の問題として論じているのである。
　①価値量の抽象的規定
　価値量の抽象的規定が，全き意義において理解されうるためには，「社会
的必要労働時間」の規定そのものが，その導出の方法との関りで検討されな
ければならない。
　マルクスは，『資本論』第1部の「第2版後記」において，初版に比して
第2版でなされた変更でもっとも重要な点は，「価値の導出が科学的にいっ
そう厳密になされ」たことと，「第1版では暗示するだけにとどめ」られて
いた「価値実体と社会的必要労働時間による価値量規定との関連」を明確に
述べたことである（Kap．工・10）としている。ここでの問題は，「社会的必
要労働時間」の規定の導出の仕方にかかわることである。初版では価値の量
的規定が「労働の量」であり，「労働の量そのものは労働の継続時間」で計
（31c）　（2〕19ページ。
（31d）　〔2〕26ページ。
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られるとしたあとで，直ちに，「現在の社会的に正常な生産条件と，労働の
熟練および強度の社会的平均度とをもって，なにか上る使用価値を生産する
ために必要な労働時間」としての「社会的必要労働時間」が規定されている
のである。しかし，第2版では次の文章が全く新たに導入されている。
　「しかし，諸価値の実体をなす労働は，同じ人間的労働であり，同じ人間
的労働力の支出である。商品世界の諸価値に表わされる社会の総労働力は，
無数の個別的労働力から成立っているのではあるが，ここでは一つの同’じ人
間的労働力とみなされる。これらの個別的労働力のおのおのは，それが社会
的平均労働力という性格をもち，このような社会的平均労働力として作用
し，したがって一商品の生産においてもただ平均に必要な，または社会的に
必要な労働時間だけを必要とするかぎり，他の労働力と同じ人間的労働力な
のである」　（Kap．工・43）。
　初版では，同等な抽象的人間的労働が「価値形成的」であるということか
ら，直ちに，「社会的必要労働時間」が規定されていたのであるが，第2版
では，　「社会の総労働力」の一分肢として，先験的に規定された労働力の支
出の，一定の継続時間が，　「社会的必要労働時間」として，労働生産物の価
値量という形態を与えるものとして規定されているのである。そこでは「社
会の総労働力」という総体性概念が表象とされることによって，それを構成
する「無数の個別的労働力」が，夫々，「一つの同じ三二三二働力」として，
従って，「社会的平均労働力」として規定されているのである。「社会の総
労働力」という把握自体，個々の労働力が，社会の必要に応じて，一つの用
途から他の用途に移動することが可能であるといケことを含意しているので
ある。それ故，そこでは「無差別な人間的労働力」という想定が可能となる
のであり，そこに，個々の労働が同一の人間的労働として，総労働の構成単
位として把握されうる根拠が求められているものといえよう。
　　　　　　　　t　マルクスは，「たがいにまったく違っている諸労働の同等性」は，　「諸労
働が人間的労働力の支出として，抽象的人間的労働としてもつ共通な性格へ
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の還元」　（Kap．1・79）によって与えられるとしている。この「人間的労
働力」が，　「社会の総労働力」の一構成単位として「社会的平均的労働力」
として規定されるということなのである。
　かくて，　「社会的平均的労働力」の一定時闇支出する労働が，．丁一商品の
生産に平均的に必要な労働時間」として，「社会的必要労働時間」として規
定されうるのである。その限りでは，まさしく，「技術説」によって主張さ
れるように，価値量を規定するものは，社会的欲望や需要の契機ではなく，
生産諸条件のみであるといえよう。そうであるが故に，生産の決定が私的に
のみおこなわれる商品生産においては，　「価値量は，交換者たちの意志，
予知，行為にはかかわりなくたえず変動する」（Kap．1・80）ものとして理
解されねばならないのである。　tt
　ところで，マルクスは，「労働生産物の価値性格は，それらが価値量とし
て実証されることによってはじめて固定される」　（Kap．1・8Q）としてい
る。しかし，価値実体炉量的規定性において実証され尋ことによってのみ，
「労働生産物の価値性格」が「固定」されるものとすれば，その量的規定性
は，諸個別的価値量を前提とせざるをえない「平均価値」ではありえないの
である。それは，労働の一定量の支出それ自体が，　「社会的必要労働時間」
として規定されうるものでなければならないのである。そこに，マルクスが
「社会の総労働力」という総体性信念を措定することによって，　「無数の個
別的労働力」を「社会的平均的労働力」として規定したうえで，価値量規定
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（32）をおこなわなければなかった理由があるものといえよう。
（32）山本二三丸氏は，r資本論』第ユ部第1章の「価値規定においては，　r平均価値』
　という概念は存しえない」とされて，「商品の価値としては，r現存の社会的・標準
　的な生産諸条件』のもとで，「労働の熟練および強度の社会的な平均度』をもってそ
　れを生産するに必要な労働時間によって規定されたもの以外にはありえない」のであ
　り，それ故，「ここでr平均』が問題になるのは，価値形成的労働の質についてであ
　る。社会に現存する各個別的労働力としてのみ，価値を形成するものとなる」（〔1〕
　256ページ）とされている。
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　換言すれば，抽象的人間的労働が「価値形成的」であることから直ちに，
「社会的必要労働時間」を規定するということは，諸個別的価値の「平均価
値」としてしか，その内実を規定しえないのであり，そこでは「生産高間の
競争」規定の導入を不可欠の前提とするのである。これに対して，「社会の
総労働力」の「理念的平均」において与えられる「社会的平均労働力」の前
提のもとでは，価値量は全く労働の継続時間が計られることにすぎなくなる
のである。確かに，マルクスは，初版においても，個々の商品は「一般にそ
れが属する平均見本とみなされる」　（Kap．1・44）と規定している。しか
し，これとても，「社会的必要労働時間」の導出の方法が変更されたことに
より，個々の商品の具体的「平均」ということではなく，　「社会的平均労働
力」によって生産される個々の商品そのものが，　「平均見本」』としての性格
をもつものとして理解されねばならないといえよう。
　大木啓次氏は，第2版に初めて導入された前記の箇所の意義について，
「『資本論」現行版のばあいは，価値を形成する労働はたがいに同等な抽象
的人間的労働であるといわれるさいすでに前提されている諸関係を規定して
いくことによって，その同等な人間的労働を支出するものとしての社会的な
平均的労働力について解明され，そしてそのうえで，社会的に必要な労働時
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（33）間による価値の大きさの規定が展開されるにいたるのである」とされてい
る。
　しかし，大木氏は，　「社会的必要労働時間」の規定に際して，　「社会的平
均労働力」が措定されたことの意義については，全く言及されていないので
ある。姉値の実体規定と価値の量的規定を媒介するものが，「社会的平均労
働力」であることが，全く問題にされていないのである。「社会的平均労働
力」を媒介規定としたが故に，大木氏自身の指摘されるように，r資本論』
現行版においてはじめて，価値実体と価値量規定との関連が，「根本的に解
（33）大木啓次〔9〕54ページ。
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明」されたとすることができるのである。然るに，両者が無媒介的に結びつ
けられた場合には，競争規定の導入を前提とする諸個別的価値の「平均価
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（35）値」として，「社会的必要労働時間」が規定されることになるのである。
　マルクスは，　「社会的必要労働時間」による価値量規定について，商品生
産一般にあっては，「競争の外的強制」として現れるが，マニュファクチュ
アでは，　「技術的法則」になるとしている。「商品にはただその生産に社会
的に必要な労働時間だけが費やされているということは，商品生産一般にあ
っては競争の外的強制として現れる，というのは，表面的に言えば，各個の
生産者が商品をその市場価格で売らなければならないからである。ところが
マニュファクチュアでは，一定の労働時間で一定量の生産物を供給すること
が，生産過程そのものの技術的法則となるのである」，それは，　「マニュフ
アクチュアの全体機構は，一定の労働時間では，一定の成果が得られるとい
う前提に基づいている」　（Kap．1・362）からである。更に，機械が，「直
接に社会化された，すなわち共同的労働によってのみ機能するd　（Kap．1・
434）が故に，機械制大工業の確立は，「労働過程の社会的規制」　（Kap．1
・446）を，不可欠の前提条件とするのであるが，それ故に，「社会的必要労
働時間」による価値量規定は，単に，　「競争の外的強制」としてではなく，
生産過程における技術的必然としての性格を持つにいたるのである。
　それ故，マルクスが，価値論の次元においてではあれ，「個別的労働力」
（34）　〔9〕54ページ。
（35）大木氏は，「r経済学批判』のばあいは，r交換価働を形成する労働の同等性が
　強調されながらも，社会的に必要な労働時間によるr交換価値』の大きさの規定が，
　なお不明確さをのこしていた。「資本論』初版のばあいは，社会的に必要な労働時間
　による価値の大きさの規定が確然と叙述されるにいたるのであるが，価値を形成する
　労働が抽象的人間的労働であるということについては，これを前提するにすぎず，両
　者の関連は明示的でない」（〔40〕53～4ページ）とされている。しかし，「社会的
　必要労働時間」の規定そのものは，既に，　r要綱』においてみられるのである。唯，
　そこでは，「平均価値」として規定されているのである。それ故，「平均価値」とし
　ての規定から，「社会的平均労働力」の支出による規定への変化が問題なのであり，
　　「社会的必要労働時間」の概念それ自体の形成が問題ではないといえよう。
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を「社会的平均労働力」として規定することができたのも，そのような生産
過程における技術的条件によって，現実的前提と物質的基盤が与えられてい
　　　　　　　　　　　　　　　ノたからに他ならないものといえよう。
　②　価値量の具体的規定
　価値量の抽象的規定とは，生産条件のみが「社会的必要労働時間」の大き
さを規定するということであった。これに対して，価値量の具体的規定と
は，「社会的欲望」を規定要因とするものである。この規定については，『資
本論』第1部第3章において，次のように説明されている。
　商品は，貨幣所持者にとっての使用価値でなければならないのであるが，
そのことは，「商品に支出された労働は社会的に有用な形で支出されていな
ければならない」ということ，従って，「社会的分業の一環として実証され
なければならない」　（Kap．1・111）ということを意味している。　しかし，
労働が，「社会的分業の公認された一環」であっても，その商品の「使用価
値はけっして保証されてはいない。　リンネルにたいする社会的欲望，それに
は，すべて他の社会的欲望と同じに，その限度があるのであるが，それがす
でに競争相手のリンネル高宮たちによってみたされているならば，われわれ
の友人の生産物は過剰になり，したがって無用にな’ 驕v　（Kap．1・lll）の
である。次いで，マルクスは，「純粋に主観的な計算のまちがい」は，「市
場ではすぐに訂正されるもの」　（Kap．1・112）であるが故に，市場におい
ては，　「生産条件の変化」と「市場の胃の脇」が，　「社会的必要労働時間」
の大きさを規定するとしている。
　即ち，生産物に，「社会的に必要な労働時間」だけが支出されていたとし
ても，しかし，　「古くから保証されていたリンネル織物業の生産条件」が
「激変」したとすれば，　「昨日までは疑いもなく一エレのリンネルの生産に
社会的に必要な労働時間だったものが，今日は，そうではなくなる」（Kap．
工・l12）ということであ．る。それ故，市場にあるリンネルは，どの一片も
社会的に必要な労働時間だけをふくんでいるとしても，　「これらのリンネル
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の総計は，過剰に支出された労働時間をふくんでいることがありうる」（Kap．
1・112）のである。又，「市場の胃の腋」が，リンネルの総量を「正常な
価格」で吸収できないならば，それは，「社会の総労働時間の大きすぎる一
部分がリンネル織物業の形態で支出されたことを証明」しているのであり，
かくて，　「各個のリンネル織が彼の個人的生産物に社会的必要労働時間以上
を支出したのと同じこと」　（Kap．1・l12）になるのである。
　ここでは，労働が「社会的分業の公認された一環」であっても，従って，
その生産物に「社会的に必要な平均労働時間」だけが支出された乏しても，
「社会的欲望」の程度，　「市場の胃の月府」の大きさの度合によって，その
「社会的必要労働時間」の大きさそのものが左右される，とされているので
ある。その誤りは，市場で調整されるとはいえ，主観的な計算のま｛ちがいで
はないので，事後的に，強力的におこなわれる・ことになるのである。即ち，
「社会的必要労働時間」が，まず，供給構造，生産条件によってのみ決定さ
れうるということと，現実に，商品流通の過程で，それが「社会によって必
要とされる労働時間」であるか否かが問われるということである。従って，
そこでは，「社会的必要労働時間」が，それ自体として，まず抽象的に規定
され，次いで，具体的，現実的に規定されるということである。
　ところで，マルクスは，次のように述べている。　「たがいに独立に営まれ
ながらしかも社会的分業の自然発生的な諸環として全面的にたがいに依存し
あう私的諸労働が，絶えずそれらの社会的に均衡のとれた限度に還元される
のは，私的諸労働の生産物の偶然的な絶えず変動する交換比率を通して，そ
れらの生産物の生産に社会的に必要な労働時間が，家が人の頭上に倒れかか
るときの重力の法則のように，規制的自然法則として強力的に貫かれるから
である」　（Kap．工・80～1）。
　ここで，マルクスが，「規制的自然法則」としている「社会的必要労働時
間」とは，この文章が第1章のものであることからも，抽象的規定であり，
生塵条件によってのみ規定されるものであるといえよう。即ち，所与の生産
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条件の下において，　「社会的必要労働時間」が客観的に確定されうるが故
に，それは，「規制的自然法則」でありうるのである。これに関連して，マ
ルクスは，　「それゆえ，労働時間による価値量の規定は，相対的な商品価値
の現象的な運動のしたに隠された秘密なのである」　（Kap．工・81）としてい
る。　「相対的な商品価値の現象的な運動」とは，社会の物質代謝としておこ
なわれる商品流通の過程のことに他ならないのであるが，その商品流通にお
いては，　「規制的自然法則」としての「社会的必要労働時間」による価値量
の規定は，「隠された秘密」に他ならないということである。
　かくて，価値量規定が，まず，抽象的におこなわれねばならないというこ
とは，商品の「直接的生産過程」の考察に対応するものであり，その具体的
規定とは，商品の生産と流通の総過程たる商品流通における規定なのであ
る。　「社会的必要労働時間」が，抽象的に，それ故，本質的に，且つ，客観
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぼ的に規定されているからこそ，現象的な運動のしたの「隠された秘密」であ
りうるのであり，その具体的規定において，「社会的欲望」，「市場の胃の
腋」を一契機として措定したとしても，価値量の決定そのものが本質的に修
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（36）正されるということにはならないのである。
　大島氏は，「価値法則は技術的生産諸条件を規制し（社会的平均労働時間），
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（37）同時に社会的労働の配分（その比例性）を規制する」として，価値法則におけ
る価値概念の・「二重の社会的性格」の体現を指摘されている。そこでは，大島
（36）　「社会的必要労働時間」の二様の規定を論理的上向の関係においてではなく，並列
　的な条件として把握されるのは，富塚良三氏である。富塚氏は，「商品生産者の労働
　が（全部的に）社会的労働として妥当しうるためには，第一に，彼がその商品種類の
　単位最の生産に要費する労働1時澗の大いさが社会的・標準的な生産諸条件による社会
　的・平均的に必要な労働時間の大いさを超えてはならず，そして第二に｝彼が所属す
　る生産部門の生産総量が社会的欲望の大いさを，r市場の胃の腋』の大いさを超えて
　はならない」　（富塚良三r経済原論』有斐閣，1976年。62Ae　一一ジ）とされている。富
　血忌は，私的労働が社会的労働に転化しうる条件として，技術的条件と社会的欲望の
　二契機を挙示されるのである。しかし，それは，かの「消費説』の主張と変るところ
　はないといえよう。
（37）大島雄一〔4〕（二）96ページ。
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氏は，「社会的労働め配分の規制」の根拠を市場価値概念に求めておられる
のである。即ち，市場価値規定におい’ては，需給の一致が前提されているが，
その前提の現実的基礎とは，「種々な社会的欲望があたえられた社会状態に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（38）おいて過不足なく充足されるごとき社会的労働の配分」を意味するというこ
とであり，　「平均価値による市場価値の確定は社会的労働の配分の一定の状
　　　　　　　　（39）態を想定している」ということである。
　しかし，価値量の具体的規定において，「社会的欲望」が，その一契機を
構成するものとされるならば，その規定が1　「ある部面全体の生産物として
市場にある商品量」に適用されるならば，「社会的必要労働時間」が，概念
としては，社会的労働の比例的配分の関係を含むものとすることができるも
　　　　　（40），（41）
のといえよう。
　望月信氏は，「労働の生産力の平均的条件に依存するところの必要労働時
間」と，「有効需要との相対的関係によって決定される必要労働時間」と
は，その「作様様式が異る」として，次のように説明されている。
　「今同一産業のみに就いて言えば，技術的必要勇働時間に関しては，それ
以上の時間を要する私的労働とそれ以下の時間しか要せぬ私的労働とが同時
に存在することが常態であり，総体を通じてその偏差が相殺されることによ
り必要労働時間が決定される。従って全体的に見れば必要労働時間は現実に
（38）同上，85ページ。
（39）同上，94ページ。
（40）大島氏は，「市場価値は本質的には商品生産の範疇」（〔4〕　（二）99ページ）で
　あり，「価値と市場価値は論理的抽象段階がちがうだけである」（〔4〕　（二）98ペ
　ージ）とされている。しかし，そこで指摘されている両者の区別の標識は，換言すれ
　ば，価値量：の抽象的規定と具体的規定とにかかわるものでしかないのである。
（41）しかし，　「社会的必要労働時間」が，生産条件によって価値量を規定するというこ
　とと，「社会的労働の配分」を規定するということは，鈴木喜久夫氏が指摘されるよ
　うに，　「社会的総労働の配分を規制する法則が価値法則とは別に存在」（（12〕3ペ
　ージ）するというてとではない。価値量を確定することと，その価値量がどのように
　配分されるか，ということとは区別されねばならないとはいえ，両者は，別個のもの
　としてあるのではなく，その論理次元の相違としてあるのである。
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要費される平均的な時間と言う意味において社会的に必要な労働時間であ
り，現実に存在する労働時間である。然るに有効需要との関係に於ける必要
労働時間は個々の私的労働の要費する処の労働時間とは拘りのない一産業部
門の総労働時間として考察されたものである。従って特定の一産業部門を総
体的に見た場合，当該産業部門に投下された総労働時間は，この必要時間を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ　上廻るか，下廻るか或はそれと一致する」。
　望月氏は，　「技術的必要労働時間」を，ここでは，　「現実に要費される平
均的な時間」とされているのであるが，別のところでは，「平均的生産条件
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（43）の下に於て生産する場合に必要な労働時間」であるとされているのである。
即ち，　「技術的必要労働時間」を，労働時間の平均と，生産条件の平均との
二様性にお「いて想定されているのである。しかし，いずれの平均にしても，
「技術的必要労働時間」，本稿における「社会的心要労働時闇」の抽象的規
定は，これを与えることが出来ないものといえよう。その抽象的規定は，労
働時間の平均において与えられているものではないのである。
　又，望月町は，　「需要に対応した必要労働時間」を，　「一産業部門の総労
働時間」とされ，「全産業を通じて市場価格に対して支払能力のある需要量
を供給する為めに必要な労働時間が現実に投下された場合にのみ均衡が成立
する」とされることから，それは「平均利瀾の成立条件として必要な労働時
　ロの間」であるとされる。即ち，市場価格を「生産価格に一致せしめる窪めに投
下せられねばならぬ時間」ということであり，それ故，「均衡価格が成立す
　　　　　くをいる為めの時間」であるということである。
　望月氏は，　「需要に対応した必要労働時間」を，生産価格体系において問
題にされているのであるが，しかし，そこには，「社会的必要労働時間」そ
（42）望月信〔IO〕30ペーージ。
（43）　〔IO〕36ページ。
（44）　〔IO〕31ページ。
（45）　〔10〕36ページ。
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のものについて誤解があるといえよう。「社会的必要労働時間」の具体的規
定とは，「社会的欲望」によって，その現実の量が，増大したり減少したり
することを意味していたわけではないのである。それは「社会的欲望」の大
小によって，既に投下された「社会的必要労働時間」が，どの程度実現され
るか，ということに関っていたのである。それは，決して，「平均利潤成立
の条件」としての意味を持ちうるものではないといえよう。
　酒井進氏は，　「社会的必要労働時間」による価値規定（「資本論』第1部
第1章）乏「市場の胃の騎」の論理による規定（第3章：）とは，その展開さ
れる論理次元が相違することを強調され，「市場の胃の臆」の論理にあって
は，　「価値規定の内容をなす社会的必要労働時間は，社会的な労働配分の問
題との関連で具体的に概念化されている」とされ，それ故，両者は，「抽象
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（46）的な価値の量規定と，それが具体化されたものとの関係にある」として，価
値量の抽象的規定と具体的規定として把握されている。
　しかし，酒井氏が，　「社会的欲望」の契機をも価値規定の「本質的契機」
とされていることには首肯出来ない。酒井氏は，商品価値を，　「再生産過程
の一環節としての生産一流通の総体的過程において把握」するならば，「社
会的欲望」の契機は，　「社会的使用価値として実証される程度を規制」し，
「投下された私的労働の総量がいかなる程度に抽象的人間労働に還元される
　　　りのかを決定」しているかが明かになるのであり，それ故，　「社会的欲望（量）
・有効需要（量）の契機は，商品交換を通して私的な具体的諸労働を価値の
実体である抽象的人間労働に還元する契機として，価値規定の内容にとって
　　　　　　　　　ロの『本質的契機」である」とされているのである。酒井氏は，「一定生産部門
の商品大量」に投じられた私的労働の総量は，　「その生産部門が社会的分業
の量的編制においていかなる比重を占めるかに応じて，より大きな，あるい
（46）酒井進i〔ll〕70ペーージ。
（47）　〔l！〕62ページ。
（48）　（ll〕68ページ。
（49）　〔ll〕69ページ。
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　　　　　　　　　　　　　　　　うは小さな抽象的人間労働に還元される」とされるのである。
　確かに，　「たがいに独立に営まれる私的諸労働の生産物」は，交換によっ
てはじあて，　「実際に社会的総労働の丁丁として実証される」（Kap，1・78）
のであり，「それらの感覚的に相異なる使用対象性から分離された社会的に
同等な価値対象性を与えられる」　（Kap．工・79）ことになるのである。し
かし，そのことは，具体的な私的諸労働の社会的労働の一分肢としての「実
証」に他ならないのである。具体的な私的諸労働の抽象的労働への還元は，
具体的には商品流通を媒介としておこなわれるということであるが，そのこ
とは，社会的平均労働力の支出の一定の継続時間とは，直接的な関係をもち
えないのである。酒井氏は，価値量の規定に際して，私的諸労働が社会的労
働の一分肢に還元され，その社会的労働の分量によよって価値量が規定され
るものとして把握されることから，社会的労働としての「実証の程度を規制
する」にすぎない「社会的欲望」を，価値量規定の「本質的内容」とされて
しまったのである。しかし，価値量を本質的に規定するものは，生産条件に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くうのよって決定される「社会的必要労働時間」のみである。即ち，酒井氏は，価
値量規定を『資本論』第1部第1篇における論理次元の相違に対応するもの
として，「抽象的」と「具体的」とに区別されたのであり，それ自体は正鵠
をえたものであるが，前者は，「直接的生産過程」における規定であり，そ
れ故，本質的規定であるということ，その塞質的規定のもとにおいてのみ，
価値量の「実証」が問題になるということ，これを明確に把握されていなか
ったものといえよう。
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